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法人の設立経緯についてお聞かせください。
　私は沖縄県立那覇高校を卒業し、大学への進
学を希望していましたが、我が家は 8 人兄弟で
私は下から 2 番目でした。兄弟も多く裕福と
はいえない家庭環境でしたので大学進学をあき
らめ、上京し就職しました。
　しかし、大学進学への気持ちは諦めきれず、
どうにか大学進学への道を模索していると、中
国留学という奨学金制度が見つかりました。選
抜試験に合格すると学費と生活費の全額公費で

留学できることを知ります。選抜試験の合格を
目指し、仕事をしながら勉強をはじめ、3 度目
の挑戦で無事合格することができました。
　まずは北京語言大学で 2 年間勉強したのち、
北京大学の文学部に 2 年間在籍しました。残
念ながら北京大学卒業はしませんでしたが、中
国での経験を活かし日本に帰国後、中国語の通
訳として活動をはじめます。外務省などからの
依頼で中国の要人との通訳や中国残留孤児の面
談、NHK の同時通訳などを経験します。
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一般社団法人 OGU 未来者一般社団法人 OGU 未来者
代表理事 代表理事 服部　智恵子 服部　智恵子 氏氏

　一般社団法人OGU未来者は、2018年７月に設立し、翌年度より企業主導型保育園を県内で３か所、
川崎市で別法人で姉妹園を１か所、運営している法人である。服部代表理事は沖縄県出身でご自身の
ご経験から教育、人材育成そして保育の重要性を感じ同事業を開始した。「幸福な子ども時代を送らせ
ることが、その子の一生の幸福の基本をつくる」という理念のもと園運営を進めている。今回、八重
瀬町東風平の「東風平みらいっこ保育園」に服部代表理事を訪ね、法人の設立経緯、運営理念、人材
育成などに対するお考えなどについてお話しを伺った。
	 インタビューとレポート　　新垣　貴史
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　その後、結婚を経て子育てをしながらではあ
りますが勉強を続けていきたいとう気持ちは常
に持ち続け、30 代で慶應義塾大学入学に一般
入試で合格し 8 年在籍し満期退学。40 代で創
価大学入学（通信教育）を経て早稲田大学・公
共経営大学院へ進学し修士課程を終えました。
　修士を取得した頃には年齢も 50 代を迎えて
いました。私の人生の 20 ～ 40 代の大半は、仕
事・子育てとともに、大学での勉強があります。
このような経験から人材育成や教育の大切さを
痛切に感じていました。これからも何かチャレ
ンジしたいという気持ちを強く持ちながら「私
にしかできないこと」「私だからできることは
何だろう」という事を自問自答し続けて、地元
の沖縄に国籍を問わず誰もが高度な教育が受け
られる大学を設立することを目指すと決めまし
た。当法人名 OGU 未来者の OGU も Okinawa 
Global University の頭文字からとっています。
　その後、2017 年に政府より企業主導型保育
事業という制度が始まったことを知ります、教
育に携わる事業にチャレンジしたいという思い

から応募申請、お蔭様で無事に採択され、まず
那覇市高良に「みらいっこ保育園」を開園する
こととなりました。その後「みらいっこ園くる
み（糸満市）」「東風平みらいっこ保育園」を開
園し現在、県内で 3 園、川崎市で別法人で「ほ
たるっこ保育園」を運営しております。

みらいっこ保育園の理念を教えてください。
　みらいっこ保育園グループでは「子どもは未来
からの使者である。未来への使者である」「私た
ちは、すべての子どもに幸福な時代をつくります」
との宣言をしています。また 3 つの精神を掲げて
います。１つは「教育は子どもの幸福のためにあ
る」２つ「子どもの最大の環境とは保育者である」
3 つ目は「あなたの愛する子どもを託してくれて
ありがとうございます」です。当グループでは那
覇、糸満の園では 0 ～ 2 才、八重瀬では 0 ～就
学前のこどもたちをお預かりしています。
　みらいっこ保育園では、英語遊びやバイオリ
ン（東風平園のみ）の時間を設けていますが、
いわゆる幼児教育に力を入れているわけではあ

東風平みらいっこ保育園　東風平みらいっこ保育園　
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りません。とにかく子どもたちが安全で安心な
環境で、周りに愛されていることを実感できる
環境づくりを第一優先にしています。
　幸福を実感した子ども時代が、“ その子の一生
を生き抜く力の元となり、伸びる学力の基盤に
なり、その才能を開花させ、さらに開いた才能
の支える力となる ” と当園では考えております。
また、幸福な子ども時代を実現させるには “ 保
護者の幸福 ” も欠かせないと考えています。私
たちができることは限られてはいますが、保護
者の負担を可能な限り減らすため、園で使用す
るオムツ代はすべて園で用意し負担しています。
保護者は「手ぶら登園」が可能となっています。
県内には一人親家庭や様々な環境に置かれてい
る子たちがたくさんいます。私自身も裕福な環
境で育ってきたわけではないので、幼児期はす
べての子どもたちが等しく安全・安心で幸福に
育つ環境を守ってあげたいのです。この「手ぶ
ら登園」はそれを実現するための一つです。

ほかに「みらいっこ保育園」の独自の取組みは

ございますか。
　当グループの 3 園には正・准含め看護師が
6 名在籍しています。そのことで、病後児保育・
体調不良児保育が対応可能となっています。ま
た 3 園全体で 150 名ほどの子どもたちをお預
かりしているうち、職員は 70 名ほど在籍して
います。保育士の数も他園と比較しても充実し
ているのではないかと思っております。
　また、先ほど東風平みらいっこ保育園ではバ
イオリンの時間があるとお話しましたが、これ
は週に 1 度、バイオリン講師を招き 3 才以上の
こどもたち全員を対象に練習を行っています。　
　ピアノやリコーダーなどは一般的な楽器であ
り演奏できる人は多くいます。また将来、触れ
る機会は多いです。もしかして唯一ここであげ
ることができるチャンスとして、バイオリンと
いう楽器を選びました。世界で通用する教養と
して、バイオリンを演奏できるという自信を身
につけて欲しいという願いからです。私自身が
那覇高校の弦楽部でバイオリンを学び、世界に
雄飛して後、各国の集まるパーティー等で余興

みらいっこ保育園（那覇市高良）みらいっこ保育園（那覇市高良）

みらいっこ園くるみ（糸満市）みらいっこ園くるみ（糸満市）

東風平みらいっこ保育園職員室東風平みらいっこ保育園職員室

職員室にある大型モニターで随時、子どもの安全を確職員室にある大型モニターで随時、子どもの安全を確
認している認している
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としてバイオリンを演奏したら、下手でも歓迎
されたり感心されたりした経験があります。
　実は今回、中には思いがけずバイオリンの才
能に気づかされる子もいました。当園のバイオ
リンの授業がきっかけで本格的なレッスンをは
じめています。当園の幸福な環境のもとで、多
くの子どもが自分の才能や可能性を見つけ、保
護者や保育士らと共に大切に育てていくことが
できたら、これ以上に嬉しいことはありません。

人材育成に関するお考えをお聞かせください。
　実は、当園グループの副代表であり、私の夫
でもある服部弘は日本こども学会の理事を長
年務めており、子どもの成長や幼児教育を調
査、研究されている著名な先生方との交流があ
ります。そういったネットワークを活かし当園
グループでは毎月研修会がありますが、時に 3
園合同で講演会、勉強会にお呼びしています。
　幼児教育というのは世界中で調査や研究が進
められており、常に英知をアップデートし勉強
することが求められています。当園グループに

所属する保育者には、子どもたちのために積極
的に勉強会に参加し、最新の情報や知識を身に
着け、保育・教育に活かしてもらえるようお願
いしています。
　また、当園に努めている保育士さんの中には
将来独立し「自分自身の保育園を持ち、運営し
たい」と考えている職員もおります。このみら
いっこ保育園での経験をいかし、沖縄の子ども
たちの保育環境がよくなっていくことは大歓迎
です、やる気のある保育士の方には、保育士と
してのセミナーだけではなく経営者としての知
識も大事ですので、そういった外部セミナーに
も積極的に派遣し園をあげて支援しています。
私自身は、ゆくゆくは大学を設立したいという
夢もありますし、当園は優秀な保育、教育の人
材輩出できる団体でありたいと考えています。

保育事業以外に改めてチャレンジしたいことが
あると伺っております。
　今後、チャレンジしたいと考えているのは

「フォルケホイスコーレ」の県内での展開です。

園内には代表理事がこだわったエレベーターを設置し園内には代表理事がこだわったエレベーターを設置し
バリアフリーを実現した園となったバリアフリーを実現した園となった

屋上スペースは夏場になるとプールを設置し子どもた屋上スペースは夏場になるとプールを設置し子どもた
ちの元気な声が響きわたるちの元気な声が響きわたる

園内に本格的な調理スペースを設置、安全、安心な食園内に本格的な調理スペースを設置、安全、安心な食
事を提供している事を提供している

子どもを迎えにきた親御さんが、
子どもの一日の様子を見ることが
できるモニターを設置している
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このフォルケホイスコーレとは北欧の国デン
マークにある成人向けの教育機関のことで、若
者だけを対象にした学校ではなく、すべての年
齢層の方に学びの場を提供する学校で、大きな
特徴として寄宿制で学生は寝食を共にするとい
う仕組みになっています。
　そこで私は是非、まずは沖縄でドローンの操
縦士の資格取得に向けたアカデミックツーリズ
ムを行いたいと考えています。生涯学習を続け
たいと考えている方は全国に多くいらっしゃる
と思います。リスキリング・リカレントの時代
です。資格取得に向け勉強をしながら沖縄を楽
しむことができるようなフォルケホイスコーレ

（学校）を作れたらと考えています。こういっ
たアカデミックツーリズムの仕組みは沖縄の主
要産業である観光業のさらなる成長と豊かさに
も貢献できるのではないかなと考えており、是
非チャレンジしてみたいと思っております。

最後に
　最近、AI（人工知能）の話題がテレビやネット

などで話題になり、世界では多くの仕事がAIにとっ
て代わられ、人間の仕事は 10 年で入れ替わると
いう話があります。しかし、そうしたなかでも保
育という分野は AI に取って変わるというのは不可
能であるとされています。それは AI が「創造性と
対人能力」において人より苦手だからです。やは
り人と人とのコミュニケーション能力、思いやる
想像力や愛情は AI では対応は難しいのでしょう。
そういった面でも人と人との繋がりを大事する保
育の仕事に誇りを感じますし、これからも保育事
業の未来は明るいのではないかと感じています。
　保育事業は那覇、糸満、東風平の園の 3 拠
点ができましたので、いまのところ拠点を拡大
させることは考えておりません。お預かりして
いる子どもたちが、幸福な幼児期を過ごせるよ
う保育士とともに、たくさんの愛情を注いでい
きます。この OGU 未来者は沖縄と日本の保育・
教育の発展、沖縄に生まれてくる子どもたちの
ために、人材育成にも力を尽くします。今後と
も一般社団法人 OGU 未来者をどうぞよろしく
お願い申し上げます。

法人概要

商　　　 号：

連  絡  先 ：

設　　　 立：

役　　　 員：

従 業 員 数：

U　　R　　L：

事 業 概 要：

一般社団法人 OGU 未来者

那覇市高良 3 丁目 6-5　３階

TEL　098-852-1828

FAX　098-852-1829

2018 年 7 月 30 日

代表理事　　服部智恵子

副代表理事　服部弘

常任理事　　桑江豊

理事　　　　宮城和也

理事　　　　照屋陽

74 名（2023 年 5 月 1 日時点）

（県内３園）

http://www.miraicco.net

企業主導型保育園事業

OGU グループ

みらいっこ保育園（那覇市高良）

みらいっこ園くるみ（糸満市北波平）

東風平みらいっこ保育園（東風平）

ほたるっこ保育園（神奈川川崎市）
理事会　桑江豊（元那覇市議会副議長）、理事会　桑江豊（元那覇市議会副議長）、
　　　　宮城和也（教育者・元校長）　　　　宮城和也（教育者・元校長）

にこやかに取材対応をする（左）服部代表理事、（右）にこやかに取材対応をする（左）服部代表理事、（右）
服部副代表理事服部副代表理事
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本誌では、昨年全 15 回にわたり『沖縄の Society5.0 を考える』と題して、スマートシティ
やオープンイノベーション、共創領域構築等に係る各分野の専門家にインタビューを実施した。
目的は、デジタルを活用した新たな社会基盤構築としてのスマートシティについて研究し、こ
の島で暮らす人々が身体的・精神的・社会的に良好な状態である「ウェルビーイング（well-
being）」を目指すことに寄与するためである。

日本の人口減少は急速に進んでおり、少子化と超高齢社会の到来により増加する社会コスト
を、減少する生産力でどう支えるかという切実な課題が目前にある。その課題に対し、ICT を
最大限に活用して社会的課題解決と経済的発展を両立させ、快適で活力に満ちた質の高い生活
の実現を目指すとするのが、政府が進める ”Society5.0” で描く社会である。沖縄県は「新・
沖縄 21 世紀ビジョン基本計画」の中でその概念に言及し、「本県の特性を踏まえた分野横断的
なデジタル化やデジタル・トランスフォーメーション（以下、DX）」を進めるとし、地域社会
の課題解決や強靭な産業構造への転換を図るとしている。

本稿では、昨年９月に策定された「沖縄県 DX推進計画」を踏まえ、国や先進地域の取り組
み事例を参考にしながら、県内の取り組みについて報告する。最初のテーマとして、「沖縄のオー
プンデータ」を取り上げ、３回（前編・中編・後編）に分けて報告する。

りゅうぎん総合研究所
社長付特命部長
志良堂　猛史

okinawa society5 
第１回：沖縄のオープンデータ（前編） 
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1.”okinawa society5”について
はじめに、本稿のタイトル ”okinawa society 

5” について説明したい。
“Society5.0”は、2016年１月 22日に第二次

安倍政権にて閣議決定された「第５期科学技術
基本計画（以下、基本計画）」において、新たな
科学技術が牽引する、来るべき時代の社会像と
して提唱された概念である。

基本計画では、「ICTを最大限に活用し、サイ
バー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空
間）を高度に融合させた取り組みにより、人々
に豊さをもたらす『超スマート社会』を未来社
会の姿として共有し、その実現に向けた一連の
取り組みをさらに深化させつつ、『Society5.0』
として強力に推進し、世界に先駆けて超スマー
ト社会を実現していく」とした。

その後の「科学技術イノベーション総合戦略
2016」を経て、「科学技術イノベーション総合
戦略 2017」では、「（Society5.0は）地域、年
齢、性別、言語等による格差なく、多様なニー
ズ、潜在的なニーズにきめ細かに対応したモノ
やサービスを提供することで経済的発展と社会
的課題の解決を両立し、人々が快適で活力に満
ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中
心の社会である」と追加された。

“Society5.0”は政府が掲げる未来戦略であり、
「新・沖縄 21世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計
画令和４年度～令和 13年度：以下、振興計画）」
の中でも取り入れられている。

沖縄県は島嶼地域としての特性があり、本県が
有する４つの特殊事情「歴史的事情」「地理的事情」

「自然的事情」「社会的事情」を踏まえたデジタル
技術の活用が求められる。そこで、”Society5.0”
の概念を取り入れつつ、地域特性を組み込む
意味で、本稿では、沖縄の Society5.0として 
”okinawa society5”と表記する。
「5.0」ではなく「5」とし、かつ小文字で表

記するのは ”web3”の流れに倣うものである。
（※ ”web3（または Web3.0）は、次世代インター

ネットと呼ばれる新たな概念であり、従来の大
型テック企業などのプラットフォーマーが「中
央集権的」に管理するものではなく、ブロック
チェーンを活用した「非中央集権的」な分散型
の構成をもつ。「メタバース」と同じく、現時
点で定義は流動的である）

前述した通り、テクノロジーの活用は「人間
中心社会」の形成を目的として、地域で生きる
人々のウェルビーイングに寄与するものでなけ
ればならない。ウェルビーイング（well-being）
は ”well（良い）”と ”being（状態）”を重ねた言葉
であり、心身ともに満たされた状態を指す。転
じて「幸福」とも訳されるが、その状態を得る
ためには、人々の「共助」が重要な要素となる。

沖縄には、「助け合い」「共同作業」などを意
味する「ゆいまーる」という言葉があり、日常
生活においても頻出する。その意味で、すでに
沖縄はウェルビーイングに向かう「共助」を実
装していると言える。

同様に、”web3”はレゴブロックのごとく「お
互いを補完し合う」ことで一つのエコシステム
を形成する。小文字表記は、ユーザー中心で「謙
虚に楽しく」という文化的な意味が込められて
いると言われる。そこで、市民中心による新た
な共創・共助領域の構築を目指すという意味を
込めて、本稿では ”okinawa society5”と記載
し、”os5（オーエスファイブ）”を略語とする。

2.”okinawa society5”とスマートシティ
「Society5.0」を体現するまちづくりとして

「スマートシティ」が挙げられる。 内閣府によ
れば、「スマートシティとは、ICT 等の新技術を
活用しつつ、マネジメント (計画、整備、管理・
運営等 )の高度化により、都市や地域の抱える
諸課題の解決を行い、新たな価値を創出し続け
る持続可能な都市や地域であり、Society 5.0の
先行的な実現の場」と定義している。また、「一
般社団法人スマートシティ・インスティテュー
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ト」専務理事の南雲岳彦氏によれば、SDGsに
代表される「社会課題群」に対し、Society5.0
に示されるデジタルテクノロジーにより、社
会課題を解決する実践・実装の場をスマートシ
ティとしており、結果的に ESG（環境・社会・ガ
バナンス）的なマルチステークホルダーをどの
ように形成して、新たなまちづくりに参画させ
るかとも言える。

このことは、自治体 DXで行政の効率化や高
度化を図ると同時に、まちのステークホルダー
である民間でも DXを推し進め、双方それぞれ
が融合していくことで、地域住民に新たな価値
やサービスを提供していくことに他ならず、ま
さに ”okinawa society5（os5）”で目指すべき
社会と言える。

全国の例に漏れず県内でもスマートシティの
取り組みが行われている。「スーパーシティ」「デ
ジタル田園都市国家構想」も広義のスマートシ
ティと言えるが、那覇市、浦添市、宜野湾市、
沖縄市、うるま市、名護市、南城市、石垣市、
宮古島市、恩納村、北谷町、西原町、与那原町、
金武町、竹富町、伊是名村など多くの自治体で
取り組みが進められている。

浦添市では、内閣府が主導する「戦略的イノ
ベーション創造プログラム（SIP）」事業で整備
された「スマートシティリファレンスアーキテ
クチャ」に基づいて、「都市 OS」と呼ばれる
デジタルシティ基盤（データ連携基盤）をいち
早く導入し、行政サービスの高度化を図ってい
る。また、宜野湾市、名護市、石垣市の３市は、
2020年 11月に「沖縄自治体クラウド・デジタル
ファースト共同宣言」を締結。「デジタル田園
都市国家構想」が始まる前から、３市間での業
務の平準化・相互補完、標準インターフェイス
の構築など独自の取り組みを進めている。これ
らの取り組みは、コロナ禍を経験したことでさ
らに動きが加速しており、効率的で質の高い行
政サービスを目指すとしている。

3.分野を横断するデータ・オープンデータの必
要性

スマートシティでは分野を横断したサービス
や価値提供が求められる。その実現には、業種
業態ごとに閉じたデータを、地域でシームレス
に連携させる仕組みが必要になる。そのために
は、データの標準化または相互運用性を確保し
なければならないが、現実的にはそのような状
態にはない。

日本では、行政や多くの企業はそれぞれの分
野・領域で個別最適化したシステムを構築してお
り、そもそも外部との連携を前提としていない。
また、保持するデータについて形式などルール
を定めていないため、同じ企業内でも部署間で
バラバラの形式になっていることも多い。その
ため、例え同業種であったとしても異なる組織
や事業体にデータを連携する際は、自社システ
ムに外部データを取り込むために、「データクレ
ンジング」と呼ぶ煩雑な作業が発生しているの
が常である。ましてや業種業態や分野を超えて
データを循環させるのは至難の業とも言える。

一方で、デジタル化やネットワークの高度化が
進み、クラウドサービス等の利用が増すことで、
膨大なデータの共有や活用も可能になっている。

総務省は、地域に関わるデータの種類を、一
般的に大きく３つに分類している。

個人の「パーソナルデータ」、企業が保有する
「産業データ」、そして国や自治体が保有し、提
供している「オープンデータ」である。

地域にあるこれらのデータを、まちの資源と
捉え、域内でデータの循環を促す環境をいかに
構築できるか、そのことが魅力的な地域である
かの差にもなる。特に、地域の「オープンデータ」
の取り組みは非常に重要である。なぜなら、行
政が保有するデータ量は膨大であり、そのデー
タが無料で二次利用ができ、かつ機械可読可能
な形式で提供されていれば、公共投資並みのイ
ンパクトがある。地域の民間企業や大学、市民
にとって大きなメリットがあるだけでなく、ベ
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ンチャー企業やスタートアップ企業が、素早く
サービスを社会実装するために、それら質の高
いデータを求めて集まることにも繋がる。

2021年 6月 18日に内閣官房が発表した「包
括的データ戦略」においても、「デジタル社会
においては行政機関が最大のデータ保有者」と
記述しており、行政が提供するデータを広く市
民や民間企業等が活用することで産業競争力や
社会全体の生産性向上に直結すると期待してい
る。特に、コロナ禍においては、「国・地方公共
団体での情報共有が進まない」「公開されるデー
タが使いづらく民間のサービス提供が困難」「事
業所などの基礎的データの整備が不十分で迅速
な給付行政が困難」など日本のデジタル化への
対応の遅れが露呈した。これら事態の背景には、
デジタル社会実現の中核となる「データ」につ
いて焦点を当てた戦略が不在であったと、政府
によって総括されている。

4.オープンデータの取り組み
2016年 12月 14日に公布・施行された「官民

データ活用推進基本法」において、国及び地方
自治体はオープンデータに取り組むことが義務
付けられた。

現在は、「オープンデータ・バイ・デザイン」
の考えに基づき、国、地方自治体、事業者が
公共データの公開及び活用に取り組む上での

「オープンデータ基本指針」がまとめられてい
る。その中で、オープンデータは「①営利・非
営利目的問わず二次利用可能」「②機械判読に
適した形式」「③無償利用」と定義されており、
取り組み意義として「①経済活性化」「②行政の
高度化、効率化」「③行政の透明性・信頼の向上」
が謳われている。

当初、全国でのオープンデータの取り組みは
遅々として進まず、取り組みが進んでいるとい
う自治体でさえ、実際には機械判読しづらい

「PDF形式」等のデータがカタログサイトに並

んでいるという状態であった。その状況は、コ
ロナ禍において多大な負担や損失を与える要因
のひとつでもあった。前述したように、それぞ
れ個別最適化したシステムで、標準化されてい
ないデータを各組織が保有しているため、外部
連携がしにくく、データ項目もバラバラのため、
いざ連携されても、データの誤りや不揃いなど
を修正する前述した「データクレンジング」と
呼ばれる「感染対策業務の妨げになる業務」が
発生してしまい、多くの現場で働く人たちが疲
弊していく状況を招いた。（※この状況につい
ては、次回以降予定しているテーマ「スマート
シティ」で取り上げたい）

5.沖縄県の取り組み
沖縄県も例外ではなく同様のことは起きていた。
2012年 7月に「高度情報通信ネットワーク社

会推進戦略本部（IT総合戦略本部）」が決定した
「電子行政オープンデータ戦略」に基づき、県
が保有するデータを「オープンデータ」として提
供するため、県のウェブサイトに「沖縄オープ
ンデータカタログサイト（以下、カタログサイ
ト）」が設けられた。しかし、当時は「Society5.0」
という未来戦略もなく、「SDGs」のようなグロー
バルでの社会課題解決という視点も弱かったた
め、オープンデータの基本原則がしっかり理解
されないまま、法整備だけをしたという側面が
あったことは否定できない。そのため、前述し
た全国の事例と同じく、カタログサイトに掲載
されているデータのほとんどは、機械判読しづ
らいデータ形式であった。そのことは、行政内
部の業務プロセスや事務フローの多くが、そも
そも CSV形式のようなデータを必要としなかっ
たと言える。しかし、それは県内の民間企業に
も同様のことが言える。

当社が 2021年 12月にデジタル庁のデータ戦
略統括（当時）である平本健二氏に取材をした
時点では、沖縄県内市町村のオープンデータ取
り組み率は「全国最下位（26.8%：デジタル庁調
べ）」の状況でもあった。
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そのような状況を危惧した県では、課題の抽
出を行い、「生活」「産業」「行政」の３分野に
分けて基本方向と主な取組内容を整理した。そ
の中で「行政分野」において「オープンデータの
整備・活用促進」を掲げ、2022年 8月末に「沖
縄県 DX推進計画」として公表、県のウェブサ
イトに掲載した。

「沖縄県 DX推進計画」は、計画期間を「新・
沖縄 21世紀ビジョン基本計画」と同様「令和４

（2022）年度から令和 13（2031）年の 10年間」
として、各施策を展開する。その取り組みの中
で、県は今年 4月に、オープンデータに関する
２つの成果をあげた。ひとつは、「カタログサ
イト」のリニューアル、そしてもうひとつは、
新たなデータプラットフォームの構築である。

リニューアルした「カタログサイト」は、沖
縄県企画部デジタル社会推進課主導で、沖縄県
DXアドバイザー（行政部門）や沖縄 ITイノベー
ション戦略センター（以下、ISCO）協力のもと
構築された。オープンデータ基本原則に則った
仕様で、インターネットから、無料で二次利用
できるデータが、機械判読可能なデータ形式

（CSV等）で提供されている。ライセンスにつ
いては、注釈があるものを除き「クリエイティ
ブ・コモンズ表示 4.0国際ライセンス（CC BY 

4.0）」の下に提供されており、利用規約を守れ
ば誰でも自由に利用することができる。もちろ
ん商用利用も可能である。データは、「ビッグ
データ＆オープンデータ・イニシアティブ九州

（以下、BODIK）」の環境に置かれており、高い
セキュリティで保持されている。

もうひとつの新たなデータプラットフォー
ムは、「OKINAWA Data Platform（OKINAWA 
DPF）」と呼ばれるデータ基盤であり、県商工労
働部「ITイノベーション推進課」主導で、ISCO、
沖縄セルラー電話株式会社、アイパブリッシン
グ株式会社のコンソーシアムで構築された。

先ほど紹介した「カタログサイト」は、各自治
体の「データ公開サイト」として位置付けられ
ているが、こちらは、「カタログサイト」のデー
タに加え、「民間データ」も掲載していく予定
である。また、それらのデータをこちらの基盤
で可視化できるため、データを使いやすくする
ための機能が実装されている。

これら２つのデータ基盤については、次回「中
編」にて関係者インタビューとして詳細を報告
したい。

（次号に続く）
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【参考：沖縄オープンデータカタログサイト（沖縄県企画部デジタル社会推進課主管）】

【参考：OKINAWA Data Platform（沖縄県商工労働部 IT イノベーション推進課主管）】
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

象予報等における台風情報は、気象衛星の画
像解析等に基づく、推定情報となっており、
予測精度が課題となっています。
　予測精度向上に向けた営みとしては、国の
研究プロジェクトにおいて2017年に航空機
を用いた直接観測の実績があります※2。この
プロジェクトでは、航空機観測データを用い
ることで、台風の精度向上に寄与できること
が示されています。また、OISTにおいては、
2013年に自律航行する無人の観測機器であ

1．背景
　環境や社会に大きな影響をもたらす台風
による災害は、地球温暖化等の気候変動の影
響で激甚化しており、近年、大きな課題と
なっています。台風に対して早期に備えるた
めには、海上で発達する台風の状態を、上陸
前に正確に把握する必要があります。しか
し、現在は、衛星画像などを用いて洋上の台
風の強度を推定しており、台風の状態を正確
に把握する手法がありません。そのため、気

3．実証概要
　2022年8月28日に南鳥島近海で発生し
た台風ヒンナムノ―は、西進する間に最低
気圧が920hPaまで発達、勢力が猛烈な台風
（カテゴリ5）となりました。台風の進路予測
を確認し、2台のウェーブグライダーを運行
しました。
　せいうちさんは台風の中心から最短で約
11㎞の暴風域（平均風速25m/s以上）、
OISTERは約100㎞の強風域（平均風速
15m/s以上）で、大気と海洋の同時観測を実
現しました。大気と海洋に対して、台風に関
わる項目を観測しています（表1）。

　台風強度に直結する気圧に関しては、せ
いうちさんでは、暴風域での気圧の急激な
変化を捉えることができました。台風が最
接近した8月31日22時頃に、最低値になっ
ていることを確認しました。一方、OISTER
は強風域での観測でしたが、顕著な低下は
認められませんでした (図1上段、ポイント
①)。
　今回の実験では台風の強度予測のために
重要な情報である、海水温の変化の観測に
成功しました。海水温の変化は、台風へのエ

るLiquid Robotics社のウェーブグライダー
※3（型番SV2、以降、「OISTER」）により、カテ
ゴリ4の非常に強い「台風24号（ダナス）」直
下の大気と海洋の同時観測に成功していま
す※4。これらの研究により、台風直下の海面
付近の正確な状況把握の必要性が分かって
きましたが、強い台風であるほど過酷な環境
であることから、これまで十分な観測が行わ
れていませんでした。 　
　そのような環境下で、国内で唯一の台風研
究専門機関が2021年に設立されるなど、台
風研究の重要性が益々高まっています※5。 
NTTとOISTは、強い台風による過酷な環境
においても、台風予測に必要な項目の観測実
現に向けて2021年に共同研究を開始してい
ます。2022年にＮＴＴが新たなウェーブグ
ライダー（型番SV3、以降、「せいうちさん」）
を導入し、2台のウェーブグライダー（写真
1）での台風観測を実施しました。

2．本成果のポイント
台風の強度予測に重要な各種項目の観測に
成功

[ポイント①]気圧：台風の中心付近（暴風域
内）での急激な低下を観測

[ポイント②]海水温：台風による海水のかき
混ぜによる低下を2か所（暴風
域、強風域）で観測

[ポイント③]有義波高：台風の中心付近（暴風
域内）での急激な上昇を観測

詳細は次章で説明します。

※沖縄科学技術大学院大学のHPから
許可を得て転載した記事です。

写真1：2022年7月のせいうちさん命名・進水式の様子
（左が「せいうちさん」、右が「OISTER」）写真提供：OIST

表1：　主要な観測項目 ※6

図1：観測結果（上段：気圧、中段：海水温、下段：有義波高）

　実験では、大気や海洋以外に、ウェーブグ
ライダー自体の姿勢や動きに関する挙動
データも取得しました。今後、これらの挙動
データを解析し、安定して観測を継続できる
ような観測装置の改良に役立てていきます。
さらに、観測データの蓄積・検証を進め、大気
と海洋の相互作用のメカニズムの解明へも
発展させていく予定です。

4．今後の展開
　台風観測手法の確立による台風予測精度
の向上や、台風のメカニズム解明による台風
予測モデルの改善をめざします※8。これによ
り、上陸前の台風について、より精緻な予測
分析を実現します。
　また、将来的には、様々な業界、機関との協
業により、リアルタイム台風観測に向けて観
測手法を最適化し、宇宙統合コンピューティ
ング・ネットワーク※9を活用した超広域大気
海洋観測技術※10への適用を図ります。そし
て、高精度な台風予測に基づくプロアクティ
ブな環境適応により、台風と共生するしなや
かな社会の実現に貢献します。
　さらに、観測データを通じて、地球温暖化
等による台風への影響や、逆に台風による地
球環境への影響を相互に明らかにすること
で、地球環境の理解を進め、地球環境の再生
と保全への行動変容を促進します。

ネルギー供給に影響し、台風の勢力と相関関
係があるため、精緻な強度予測に必須の要素
となります。台風の中心に近いせいうちさん
では、海水温の低下（約2℃）が、より急激に起
きていたことを測定しました。(図1中段、ポ
イント②)。
　せいうちさんは最大約9mの波高の観測も
実現しました。風で波が立つことから、波の高
さが分かると風の力も推定可能となるため、
これまで衛星観測では容易に取得できなかっ
た、台風直下の波の情報が得られたことは有
用と考えております（図1下段、ポイント③）。
　そのほか、台風の通過に伴い、海洋側の流
速が変化したことが分かりました。また、生
態系の観点から栄養塩に関連する塩分濃度、
植物プランクトンの分析に役立つクロロ
フィルaの量も測定できたことから、今後詳
細な分析を進め、台風による影響を確認して
いく予定です。
　本成果は、明治15年に創立し、気象学の研
究分野を牽引してきた日本気象学会が発行
している英文レター誌Scientific Online 
Letters on the Atmosphere（SOLA）に、
2023年5月22日付けで掲載されました※7。
【タイトル】　Simultaneous Observations 
of Atmosphere and Ocean Directly 
under Typhoons Using Autonomous 
Surface Vehicles

～沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて～

OISTは共同研究を通じて、台風予測精度向上に貢献する観測手法の確立と、
台風直下での観測データによる大気と海洋の相互作用のメカニズムの解明をめざします

世界初、NTTとOISTが北西太平洋で、 カテゴリ5の猛烈な台風直下の
大気・海洋の同時観測に成功

共同プレスリリース（2023年5月23日）
　日本電信電話株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：島田 明、以下「NTT」）と沖縄
科学技術大学院大学（本部：沖縄県国頭郡恩納村、臨時理事長兼学長：アルブレヒト・ワグナー、以
下「OIST」）は、北西太平洋で上陸前のカテゴリ5の猛烈な台風※1直下において、複数地点での大
気と海洋の同時観測に、世界で初めて成功しました。 　本観測は、2022年夏に「台風11号（ヒン
ナムノ―）」直下にて実施しました。今後、NTTとOISTは共同研究を通じて、台風予測精度向上に
貢献する観測手法の確立と、台風直下での観測データによる大気と海洋の相互作用のメカニズ
ムの解明をめざします。

新時代の教育研究を切り拓く
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

OISTでは下記のとおり一般見学の受け入れを行っております。
・自由見学－予約不要、毎日9時－17時
・ガイド付き見学－要予約・先着順、平日のみ
詳しくはHPの見学ページ（https://www.oist.
jp/ja/guided-campus-tour）をご覧ください。

象予報等における台風情報は、気象衛星の画
像解析等に基づく、推定情報となっており、
予測精度が課題となっています。
　予測精度向上に向けた営みとしては、国の
研究プロジェクトにおいて2017年に航空機
を用いた直接観測の実績があります※2。この
プロジェクトでは、航空機観測データを用い
ることで、台風の精度向上に寄与できること
が示されています。また、OISTにおいては、
2013年に自律航行する無人の観測機器であ

1．背景
　環境や社会に大きな影響をもたらす台風
による災害は、地球温暖化等の気候変動の影
響で激甚化しており、近年、大きな課題と
なっています。台風に対して早期に備えるた
めには、海上で発達する台風の状態を、上陸
前に正確に把握する必要があります。しか
し、現在は、衛星画像などを用いて洋上の台
風の強度を推定しており、台風の状態を正確
に把握する手法がありません。そのため、気

3．実証概要
　2022年8月28日に南鳥島近海で発生し
た台風ヒンナムノ―は、西進する間に最低
気圧が920hPaまで発達、勢力が猛烈な台風
（カテゴリ5）となりました。台風の進路予測
を確認し、2台のウェーブグライダーを運行
しました。
　せいうちさんは台風の中心から最短で約
11㎞の暴風域（平均風速25m/s以上）、
OISTERは約100㎞の強風域（平均風速
15m/s以上）で、大気と海洋の同時観測を実
現しました。大気と海洋に対して、台風に関
わる項目を観測しています（表1）。

　台風強度に直結する気圧に関しては、せ
いうちさんでは、暴風域での気圧の急激な
変化を捉えることができました。台風が最
接近した8月31日22時頃に、最低値になっ
ていることを確認しました。一方、OISTER
は強風域での観測でしたが、顕著な低下は
認められませんでした (図1上段、ポイント
①)。
　今回の実験では台風の強度予測のために
重要な情報である、海水温の変化の観測に
成功しました。海水温の変化は、台風へのエ

るLiquid Robotics社のウェーブグライダー
※3（型番SV2、以降、「OISTER」）により、カテ
ゴリ4の非常に強い「台風24号（ダナス）」直
下の大気と海洋の同時観測に成功していま
す※4。これらの研究により、台風直下の海面
付近の正確な状況把握の必要性が分かって
きましたが、強い台風であるほど過酷な環境
であることから、これまで十分な観測が行わ
れていませんでした。 　
　そのような環境下で、国内で唯一の台風研
究専門機関が2021年に設立されるなど、台
風研究の重要性が益々高まっています※5。 
NTTとOISTは、強い台風による過酷な環境
においても、台風予測に必要な項目の観測実
現に向けて2021年に共同研究を開始してい
ます。2022年にＮＴＴが新たなウェーブグ
ライダー（型番SV3、以降、「せいうちさん」）
を導入し、2台のウェーブグライダー（写真
1）での台風観測を実施しました。

2．本成果のポイント
台風の強度予測に重要な各種項目の観測に
成功

[ポイント①]気圧：台風の中心付近（暴風域
内）での急激な低下を観測

[ポイント②]海水温：台風による海水のかき
混ぜによる低下を2か所（暴風
域、強風域）で観測

[ポイント③]有義波高：台風の中心付近（暴風
域内）での急激な上昇を観測

詳細は次章で説明します。

見学ページ

　実験では、大気や海洋以外に、ウェーブグ
ライダー自体の姿勢や動きに関する挙動
データも取得しました。今後、これらの挙動
データを解析し、安定して観測を継続できる
ような観測装置の改良に役立てていきます。
さらに、観測データの蓄積・検証を進め、大気
と海洋の相互作用のメカニズムの解明へも
発展させていく予定です。

4．今後の展開
　台風観測手法の確立による台風予測精度
の向上や、台風のメカニズム解明による台風
予測モデルの改善をめざします※8。これによ
り、上陸前の台風について、より精緻な予測
分析を実現します。
　また、将来的には、様々な業界、機関との協
業により、リアルタイム台風観測に向けて観
測手法を最適化し、宇宙統合コンピューティ
ング・ネットワーク※9を活用した超広域大気
海洋観測技術※10への適用を図ります。そし
て、高精度な台風予測に基づくプロアクティ
ブな環境適応により、台風と共生するしなや
かな社会の実現に貢献します。
　さらに、観測データを通じて、地球温暖化
等による台風への影響や、逆に台風による地
球環境への影響を相互に明らかにすること
で、地球環境の理解を進め、地球環境の再生
と保全への行動変容を促進します。

ネルギー供給に影響し、台風の勢力と相関関
係があるため、精緻な強度予測に必須の要素
となります。台風の中心に近いせいうちさん
では、海水温の低下（約2℃）が、より急激に起
きていたことを測定しました。(図1中段、ポ
イント②)。
　せいうちさんは最大約9mの波高の観測も
実現しました。風で波が立つことから、波の高
さが分かると風の力も推定可能となるため、
これまで衛星観測では容易に取得できなかっ
た、台風直下の波の情報が得られたことは有
用と考えております（図1下段、ポイント③）。
　そのほか、台風の通過に伴い、海洋側の流
速が変化したことが分かりました。また、生
態系の観点から栄養塩に関連する塩分濃度、
植物プランクトンの分析に役立つクロロ
フィルaの量も測定できたことから、今後詳
細な分析を進め、台風による影響を確認して
いく予定です。
　本成果は、明治15年に創立し、気象学の研
究分野を牽引してきた日本気象学会が発行
している英文レター誌Scientific Online 
Letters on the Atmosphere（SOLA）に、
2023年5月22日付けで掲載されました※7。
【タイトル】　Simultaneous Observations 
of Atmosphere and Ocean Directly 
under Typhoons Using Autonomous 
Surface Vehicles

※1 気象庁： 台風の大きさと強さ　　
 宇宙航空研究開発機構(JAXA)： 台風の一生を追う！（台風・ハリケーンの強さ比較）
※2 「2017年台風第21号の航空機観測を用いた強度解析と予測実験」の結果について
※3 Liquid Robotics社のウェーブグライダーの説明
※4 OISTによる台風観測に関する論文 S. Mitarai, and J. C. McWilliams, 2016: Wave glider observations of surface winds and 

currents in the core of Typhoon Danas, Geophysical Research Letters, vol. 43, Issue 21, pp. 11,312-11,319.
※5 NTTと横浜国立大学、台風予測精度向上に向けた共同研究をスタート
※6 その他の観測項目：大気側は風速、気温、露点温度、海洋側は、流速、塩分濃度、クロロフィルa量
※7 SOLAの掲載先
※8 極端気象に関わる観測・予測・適応技術（NTT宇宙環境エネルギー研究所）
※9 宇宙統合コンピューティング・ネットワーク 「NTTとスカパーＪＳＡＴ、持続可能な社会の実現に向けた新たな宇宙事業のための業

務提携契約を締結」　
※10 超広域大気海洋観測技術（NTT宇宙環境エネルギー研究所）
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知財功労賞とは
　経済産業省特許庁では、毎年、知的財産権制度の

発展及び普及・啓発に貢献のあった個人に対して ｢

知的財産権制度関係功労者表彰｣、また、制度を有効

に活用し円滑な運営・発展に貢献のあった企業等に

対して｢知的財産権制度活用優良企業等表彰｣として、

経済産業大臣表彰及び特許庁長官表彰を行っており、

両表彰を合わせて、｢知財功労賞｣ と総称しています。

 令和５年度知財功労賞
　今年度は、経済産業大臣表彰と

して個人 1 名と企業等 7 者、また、

特許庁長官表彰として個人 3 名と

企業等 14 者が表彰され、琉球大

学はオープンイノベーション推進

企業として特許庁長官表彰を受賞

しました。発明の日である 4 月 18

日に表彰式が執り行われ、琉球大

学からは木暮副学長が表彰式に出席されました。

琉球大学の主な受賞ポイント
 ① 地域共創と産学官連携の両方を同時に推進するこ

とを目的に「琉球大学イノベーションイニシアティ

ブ」を令和 2 年 4 月に立ち上げ、「研究推進機構」

と「地域連携推進機構」との連携のもと、地域に

おける産学連携や共同研究をとおして、地域のオー

プンイノベーション拠点としての機能を強化して

きたこと。

② 教員と学生が地域企業と連携し、研究シーズや事

業アイディアを活用して商品を開発する「琉球大

学ブランド商品開発支援事業」

を学内プロジェクトとして平成

28 年度から実施し、特許や商標

の創出及び活用につなげている

こと。

③ 「産学連携・知的財産チーム」

を設置し、知的財産の創出段

階から活用まで一貫した支援を

行っていること。

琉球大学の知財活用事例 ／ 美らハタ ®
　琉球大学は、オリオンビール株式会社等と協同し

ミーバイ（ヤイトハタ）の陸上養殖プロジェクトを

実施しています。養殖したヤイトハタは「美らハタ®」

として商標を取得し、県内ホテルでの提供やインター

ネット販売もされており、観光関連産業の活性化に

も貢献しています。

　本プロジェクトでは、養殖に太陽光発電や海水の

再利用等、「食」や「エネルギー」の循環社会モデル

を形成することで、フードロスの解消やエネルギー

不足などの社会問題の解決に貢献しています。

沖縄総合事務局経済産業部の最近の取組について
国立大学法人琉球大学が令和５年
度知財功労賞において
オープンイノベーション推進企業
として特許庁長官表彰を受賞！

https://www.ogb.go.jp/keisan/

■本記事に関するお問い合わせについて
　内閣府沖縄総合事務局経済産業部地域経済課知的財産室

TEL：098-866-1730

内閣府沖縄総合事務局
経済産業部

特許庁

知財功労賞サイト

受賞ポイントの

詳細はコチラ

特許庁長官（中央左）と琉球大学木暮副学長（中央右）

知財功労賞受賞者集合写真
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省エネ診断
　経済産業省資源エネルギー庁では補助事業に

て、事務所や工場、ビルの電気・ガス等のエネ

ルギー使用状況の診断について、事業者の皆様

のニーズに合わせたメニューを各種用意してお

ります。また、診断結果に基づいた運用改善、

設備更新についても支援策を用意しておりま

す。

　エネルギー価格高騰の中、設備の使用状況を

知り、運用改善や設備の更新をすることで経営

の改善を図ることも可能です。さらに、省エネ

は CO2 排出量削減の手段としても有効ですの

で、省エネ診断の活用をご検討ください。

　省エネ診断は以下 3 つのメニューがござい

ます。

 

■省エネ診断拡充事業
（設備診断）

　省エネの専門家が、工場・

ビル・事務所・店舗・病院・

福祉施設・学校・宿泊施設な

どを訪問し、エネルギー使用状況を診断するこ

とで、エネルギーの無駄遣いや省エネにつなが

るヒントを見つけます。

受診費用：約 5,000 円～ 16,000 円

【活用のポイント】

・手軽に短時間で省エネ診断を受診可能

・事業所でメインで使用しているエネルギーや事

業者の気になるエネルギーについて診断が可能

 

■省エネ最適化診断
（総合診断）

エネルギーの専門家が現場に

赴き、エネルギーの使用状況

を診断することで、お金をか

けずに出来る省エネ・設備投資による省エネに

加え、再エネ設備導入等、具体的な省エネ効果

とともに提案します。

受診費用：診断費用の 1 割程度

【活用のポイント】

・事業所全体のエネルギー使用量の見える化

・脱炭素化へ向けて再エネ提案も実施

 ■省エネお助け隊の診断
（相談・診断・支援）

豊富な経験と実績を持っている

エネルギーと経営の専門家が、

経営改善につながる省エネ提案

や設備更新の計画立案をサポー

トし、加えて補助金や税制の紹介を行います。

受診等費用：省エネ支援に係る費用の 1 割程

度の負担

【活用のポイント】

・事業所全体のエネルギー使用量の見える化

・省エネ診断から省エネ取組の支援まで、同一専

門家が一気通貫して対応可能

・経営の専門家が省エネの専門家と連携して支援

　以下サイトも、ぜひご覧ください。

①中小企業向けパンフレット

（省エネ診断、省エネ補助金）

②マンガでわかる「脱炭素経営」

沖縄総合事務局経済産業部の最近の取組について
『脱炭素経営のすゝめ』
～エネルギー価格高騰の中、コスト削減
の第一歩は、エネルギー使用量の見える
化です～

https://www.ogb.go.jp/keisan/

■本記事に関するお問い合わせについて
　 内閣府 沖縄総合事務局経済産業部エネルギー・燃料課

TEL：098-866-1759 担当：白石、町田

内閣府　沖縄総合事務局
経済産業部







消費関連
百貨店売上高は、４カ月連続で前年を上回った。催事をはじめとする各種企画が活況となったほか、

菓子ギフト需要増加や免税売上の増加などがみられた。スーパー売上高は、既存店・全店ベースともに
11カ月連続で前年を上回った。値上げによる単価上昇に加え、外出機会や人が集まる機会の増加などに
より食料品や衣料品を中心に好調に推移した。新車販売台数は、供給制約が和らぎ自家用車が増加した
ほか、観光需要の高まりによりレンタカーが増加したことなどから８カ月連続で前年を上回った。家電
大型専門店販売額（３月）は、３カ月連続で前年を下回った。
先行きは、物価高などにより引き続き不透明感はあるものの、足元においては外出機会の増加に伴う

消費マインド向上がみられていること、また耐久消費財の供給制約も解消しつつあり、徐々に回復に向
かうとみられる。

公共工事請負金額は、独立行政法人等・その他は減少したが、国、県、市町村は増加したことから３カ月連
続で前年を上回った。建築着工床面積（３月）は、居住用、非居住用ともに減少したことから２カ月ぶりに前
年を下回った。新設住宅着工戸数（３月）は、持家、貸家、分譲、給与のすべての項目で減少したことから４カ
月ぶりに前年を下回った。県内主要建設会社の受注額は、公共工事、民間工事ともに減少したことから２カ
月連続で前年を下回った。建設資材関連では、セメントは６カ月連続で前年を下回り、生コンは２カ月連続
で前年を下回った。鋼材売上高、木材売上高は資材価格が高止まりしているものの、出荷量が減少している
ことなどから前年を下回った。
先行きは、資材価格などが高止まりしているものの、民間工事の動きが活発化していることなどから持ち

直しの動きが強まるとみられる。

建設関連

入域観光客数は、17カ月連続で前年を上回った。国内客は17カ月連続で増加し、外国客は７カ月連続
で増加した。県内主要ホテルは、稼働率、売上高、宿泊収入全て17カ月連続で前年を上回った。主要観光
施設入場者数は14カ月連続で前年を上回った。ゴルフ場は、入場者数は４カ月ぶりに減少、売上高は14
カ月連続で前年を上回った。引き続き行動制限がなく旅行需要が堅調ななか春休みやゴールデン
ウィークの影響もあり、好調な推移となった。
先行きは、アジア方面からの那覇空港発着便の拡充や大型クルーズ船の寄港も予定されており、外国

客も増加が見込まれること、また国内においても、今後は夏のトップシーズンに向かうこともあり、引
き続き高い旅行需要が見込まれ、回復の動きが強まるとみられる。

観光関連

新規求人数は、前年同月比18.0％増となり25カ月連続で前年を上回った。情報通信業、製造業、サービ
ス業、運輸業・郵便業などで増加した。有効求人倍率（季調値）は1.18倍で、前月より0.04ポイント上昇し
た。完全失業率（季調値）は4.0％と、前月より0.1ポイント上昇した。
消費者物価指数は、前年同月比3.8％の上昇となり、20カ月連続で前年を上回った。生鮮食品を除く総

合は同3.7％の上昇となり、生鮮食品及びエネルギーを除く総合は同4.9％の上昇となった。
企業倒産件数は３件で前年同月から１件増加した。負債総額は２億9,400万円で、前年同月比72.9％

増となった。

雇用関連・その他

●りゅうぎん調査●

消費関連は、外出機会の増加に伴い消費マインドが向上しており、持ち直しの動きが

強まっていること、建設関連は資材価格が高止まりしているものの、民間工事に再開の

動きが続いており、持ち直しの動きが強まっていること、観光関連は、行動制限がない

状況が続き旅行需要が堅調ななか、春休みやゴールデンウィークの影響もあり、回復の

動きが強まっていること、総じて県内景気は回復の動きが強まる（２カ月連続）。

景気は、回復の動きが強まる（２カ月連続）
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消費関連では、百貨店売上高は前年を上回る

観光関連では、入域観光客数は前年を上回る
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消費関連
百貨店売上高は、４カ月連続で前年を上回った。催事をはじめとする各種企画が活況となったほか、

菓子ギフト需要増加や免税売上の増加などがみられた。スーパー売上高は、既存店・全店ベースともに
11カ月連続で前年を上回った。値上げによる単価上昇に加え、外出機会や人が集まる機会の増加などに
より食料品や衣料品を中心に好調に推移した。新車販売台数は、供給制約が和らぎ自家用車が増加した
ほか、観光需要の高まりによりレンタカーが増加したことなどから８カ月連続で前年を上回った。家電
大型専門店販売額（３月）は、３カ月連続で前年を下回った。
先行きは、物価高などにより引き続き不透明感はあるものの、足元においては外出機会の増加に伴う

消費マインド向上がみられていること、また耐久消費財の供給制約も解消しつつあり、徐々に回復に向
かうとみられる。

公共工事請負金額は、独立行政法人等・その他は減少したが、国、県、市町村は増加したことから３カ月連
続で前年を上回った。建築着工床面積（３月）は、居住用、非居住用ともに減少したことから２カ月ぶりに前
年を下回った。新設住宅着工戸数（３月）は、持家、貸家、分譲、給与のすべての項目で減少したことから４カ
月ぶりに前年を下回った。県内主要建設会社の受注額は、公共工事、民間工事ともに減少したことから２カ
月連続で前年を下回った。建設資材関連では、セメントは６カ月連続で前年を下回り、生コンは２カ月連続
で前年を下回った。鋼材売上高、木材売上高は資材価格が高止まりしているものの、出荷量が減少している
ことなどから前年を下回った。
先行きは、資材価格などが高止まりしているものの、民間工事の動きが活発化していることなどから持ち

直しの動きが強まるとみられる。

建設関連

入域観光客数は、17カ月連続で前年を上回った。国内客は17カ月連続で増加し、外国客は７カ月連続
で増加した。県内主要ホテルは、稼働率、売上高、宿泊収入全て17カ月連続で前年を上回った。主要観光
施設入場者数は14カ月連続で前年を上回った。ゴルフ場は、入場者数は４カ月ぶりに減少、売上高は14
カ月連続で前年を上回った。引き続き行動制限がなく旅行需要が堅調ななか春休みやゴールデン
ウィークの影響もあり、好調な推移となった。
先行きは、アジア方面からの那覇空港発着便の拡充や大型クルーズ船の寄港も予定されており、外国

客も増加が見込まれること、また国内においても、今後は夏のトップシーズンに向かうこともあり、引
き続き高い旅行需要が見込まれ、回復の動きが強まるとみられる。

観光関連

新規求人数は、前年同月比18.0％増となり25カ月連続で前年を上回った。情報通信業、製造業、サービ
ス業、運輸業・郵便業などで増加した。有効求人倍率（季調値）は1.18倍で、前月より0.04ポイント上昇し
た。完全失業率（季調値）は4.0％と、前月より0.1ポイント上昇した。
消費者物価指数は、前年同月比3.8％の上昇となり、20カ月連続で前年を上回った。生鮮食品を除く総

合は同3.7％の上昇となり、生鮮食品及びエネルギーを除く総合は同4.9％の上昇となった。
企業倒産件数は３件で前年同月から１件増加した。負債総額は２億9,400万円で、前年同月比72.9％

増となった。

雇用関連・その他

●りゅうぎん調査●

消費関連は、外出機会の増加に伴い消費マインドが向上しており、持ち直しの動きが

強まっていること、建設関連は資材価格が高止まりしているものの、民間工事に再開の

動きが続いており、持ち直しの動きが強まっていること、観光関連は、行動制限がない

状況が続き旅行需要が堅調ななか、春休みやゴールデンウィークの影響もあり、回復の

動きが強まっていること、総じて県内景気は回復の動きが強まる（２カ月連続）。

景気は、回復の動きが強まる（２カ月連続）
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2023.4 りゅうぎん調査
項目別グラフ　単月 2023.4

項目別グラフ　3カ月 2023.2～2023.4

2023.2－2023.4

（注）家電販売額・広告収入は23年3月分。数値は前年比（％）。
　　ホテル稼働率（％ポイント）、企業倒産件数（件）は前年差。Pは速報値。

（注）家電販売額・広告収入は23年1月～23年3月分。数値は前年比（％）。
　　ホテル稼働率（％ポイント）は前年差。企業倒産件数（件）は３カ月の累計件数の前年差。Pは速報値。

（注1） 公共工事請負金額は西日本建設業保証株式会社沖縄支店調べ。建築着工床面積、新設住宅着工戸数は国土交通省
調べ。県内新規求人数、有効求人倍率は沖縄労働局調べ。入域観光客数、消費者物価指数は沖縄県調べ。

 企業倒産件数は東京商工リサーチ沖縄支店調べ。Ｐは速報値。
（注2） 2022年４月より家電卸売販売額から家電大型専門店販売額へと更改した。
（注3） ゴルフ場は、2021年４月より調査先を８ゴルフ場から６ゴルフ場とした。
（注4） 主要ホテルは、2021年11月より調査先を28ホテルから27ホテルとした。
（注5） 2016年７月より企業倒産件数の前年同期差は、３カ月の累計件数の差とする。
（注6） 建設受注額は、2022年12月より調査先17先のうち、一部更改を行った。
（注7） 有効求人倍率（季調値）と県内新規求人数（人数）は、就業地ベース。
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2023.4 りゅうぎん調査
項目別グラフ　単月 2023.4

項目別グラフ　3カ月 2023.2～2023.4

2023.2－2023.4

（注）家電販売額・広告収入は23年3月分。数値は前年比（％）。
　　ホテル稼働率（％ポイント）、企業倒産件数（件）は前年差。Pは速報値。

（注）家電販売額・広告収入は23年1月～23年3月分。数値は前年比（％）。
　　ホテル稼働率（％ポイント）は前年差。企業倒産件数（件）は３カ月の累計件数の前年差。Pは速報値。

（注1） 公共工事請負金額は西日本建設業保証株式会社沖縄支店調べ。建築着工床面積、新設住宅着工戸数は国土交通省
調べ。県内新規求人数、有効求人倍率は沖縄労働局調べ。入域観光客数、消費者物価指数は沖縄県調べ。

 企業倒産件数は東京商工リサーチ沖縄支店調べ。Ｐは速報値。
（注2） 2022年４月より家電卸売販売額から家電大型専門店販売額へと更改した。
（注3） ゴルフ場は、2021年４月より調査先を８ゴルフ場から６ゴルフ場とした。
（注4） 主要ホテルは、2021年11月より調査先を28ホテルから27ホテルとした。
（注5） 2016年７月より企業倒産件数の前年同期差は、３カ月の累計件数の差とする。
（注6） 建設受注額は、2022年12月より調査先17先のうち、一部更改を行った。
（注7） 有効求人倍率（季調値）と県内新規求人数（人数）は、就業地ベース。
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出所：りゅうぎん総合研究所

出所：沖縄県自動車販売協会

1 百貨店売上高（前年同月比）

2 スーパー売上高（前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所
出所：経済産業省商業動態統計調査

3 新車販売台数 （前年同月比）

※棒グラフは品目別寄与度

※棒グラフは車種別寄与度

出所：沖縄県中古自動車販売協会　※登録ベース

4 中古自動車販売台数【登録ベース】（前年同月比）

5 家電大型専門店販売額（前年同月比）

※棒グラフは車種別寄与度

４カ月連続で増加
・百貨店売上高は、前年同月比13.2％増と４
カ月連続で前年を上回った。催事など各
種企画が活況となったほか、入学内祝い
等のギフト需要増加などにより食料品を
中心に売上が増加した。免税では、化粧品
やハンカチ等、雑貨関連商品などが好調
に推移した。
・品目別にみると、食料品が同23.0％増、衣
料品が同9.6％増、身の回り品が同4.2％増、
家庭用品が同22.9％増、家庭用品・その他
が同10.3％増となった。

（注）2019年との比較値については、売場面
積の減少等を踏まえ掲載を取り止めた。

・スーパー売上高は、既存店ベースでは前
年同月比6.1％増と11カ月連続で前年を上
回った。
・値上げによる単価上昇に加え、外出機会
や人が集まる機会の増加などにより、食
料品が同7.0％増、衣料品が同4.7％増、住
居関連が同2.2％増となった。
・全店ベースでは同7.2％増と11カ月連続で
前年を上回った。
・コロナ禍以前の2019年と比較すると、全
店ベースでは11.0％の増加となった。

全店ベースは11カ月連続で増加

・中古自動車販売台数（普通自動車及び軽

自動車の合計、登録ベース）は１万9,102

台で前年同月比3.0％増と３カ月連続で

前年を上回った。

・内訳では普通自動車は6,903台（同1.3％

増）、軽自動車は１万2,199台（同4.1％増）

となった。

・コロナ禍以前の2019年と比較した伸び

率は、4.8％の減少となった。

３カ月連続で増加

・家電大型専門店販売額（３月）は、前年同

月比1.7％減と３カ月連続で前年を下

回った。

・白物など主要家電は好調に推移したも

のの、コロナ禍での巣ごもり需要の反動

などにより前年を下回った。

・コロナ禍以前の2019年と比較した伸び

率は、28.2％の増加となった。

３カ月連続で減少

・新車販売台数は4,270台で前年同月比

23.7％増と８カ月連続で前年を上回った。

新車の供給制約が和らぎ、自家用車が増

加したほか、観光需要の高まりによりレ

ンタカーが増加したことなどから前年を

上回った。

・普通自動車（登録車）は2,489台（同35.2％

増）で、うち普通乗用車は1,048台（同

125.9％増）、小型乗用車は1,305台（同

6.5％増）であった。軽自動車（届出車）は

1,781台（同10.6％増）で、うち軽乗用車は

1,346台（同9.3％増）であった。

・コロナ禍以前の2019年と比較した伸び率

は、25.4％の減少となった。

８カ月連続で増加
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出所：りゅうぎん総合研究所

出所：沖縄県自動車販売協会

1 百貨店売上高（前年同月比）

2 スーパー売上高（前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所
出所：経済産業省商業動態統計調査

3 新車販売台数 （前年同月比）

※棒グラフは品目別寄与度

※棒グラフは車種別寄与度

出所：沖縄県中古自動車販売協会　※登録ベース

4 中古自動車販売台数【登録ベース】（前年同月比）

5 家電大型専門店販売額（前年同月比）

※棒グラフは車種別寄与度

４カ月連続で増加
・百貨店売上高は、前年同月比13.2％増と４
カ月連続で前年を上回った。催事など各
種企画が活況となったほか、入学内祝い
等のギフト需要増加などにより食料品を
中心に売上が増加した。免税では、化粧品
やハンカチ等、雑貨関連商品などが好調
に推移した。
・品目別にみると、食料品が同23.0％増、衣
料品が同9.6％増、身の回り品が同4.2％増、
家庭用品が同22.9％増、家庭用品・その他
が同10.3％増となった。

（注）2019年との比較値については、売場面
積の減少等を踏まえ掲載を取り止めた。

・スーパー売上高は、既存店ベースでは前
年同月比6.1％増と11カ月連続で前年を上
回った。
・値上げによる単価上昇に加え、外出機会
や人が集まる機会の増加などにより、食
料品が同7.0％増、衣料品が同4.7％増、住
居関連が同2.2％増となった。
・全店ベースでは同7.2％増と11カ月連続で
前年を上回った。
・コロナ禍以前の2019年と比較すると、全
店ベースでは11.0％の増加となった。

全店ベースは11カ月連続で増加

・中古自動車販売台数（普通自動車及び軽

自動車の合計、登録ベース）は１万9,102

台で前年同月比3.0％増と３カ月連続で

前年を上回った。

・内訳では普通自動車は6,903台（同1.3％

増）、軽自動車は１万2,199台（同4.1％増）

となった。

・コロナ禍以前の2019年と比較した伸び

率は、4.8％の減少となった。

３カ月連続で増加

・家電大型専門店販売額（３月）は、前年同

月比1.7％減と３カ月連続で前年を下

回った。

・白物など主要家電は好調に推移したも

のの、コロナ禍での巣ごもり需要の反動

などにより前年を下回った。

・コロナ禍以前の2019年と比較した伸び

率は、28.2％の増加となった。

３カ月連続で減少

・新車販売台数は4,270台で前年同月比

23.7％増と８カ月連続で前年を上回った。

新車の供給制約が和らぎ、自家用車が増

加したほか、観光需要の高まりによりレ

ンタカーが増加したことなどから前年を

上回った。

・普通自動車（登録車）は2,489台（同35.2％

増）で、うち普通乗用車は1,048台（同

125.9％増）、小型乗用車は1,305台（同

6.5％増）であった。軽自動車（届出車）は

1,781台（同10.6％増）で、うち軽乗用車は

1,346台（同9.3％増）であった。

・コロナ禍以前の2019年と比較した伸び率

は、25.4％の減少となった。

８カ月連続で増加
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出所：西日本建設業保証株式会社沖縄支店

出所：国土交通省

出所：国土交通省

※給与は、社宅や宿舎などのこと。

1 公共工事請負金額（前年同月比）

2 建築着工床面積（前年同月比）

3 新設住宅着工戸数（前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

※棒グラフは用途別寄与度

※棒グラフは利用関係別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

（注）2022年12月より調査先17社のうち、一部更改を行なった。

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 建設受注額 （前年同月比）

5 セメント・生コン（前年同月比）

6 鋼材・木材 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

・公共工事請負金額は、176億6,363万円で、

独立行政法人等・その他は減少したが、国、

県、市町村は増加したことから、前年同月

比6.4％増となり、３カ月連続で前年を上

回った。

・発注者別では、国（同38.8％増）、県（同

33.5％増）、市町村（同21.5％増）は増加し、

独立行政法人等・その他（同31.5％減）は減

少した。

３カ月連続で増加
・建設受注額（調査先建設会社：17社）は、

公共工事、民間工事ともに減少したこと

から、前年同月比91.5％減と２カ月連続

で前年を下回った。

・発注者別では、公共工事（同97.2％減）は

２カ月連続で減少し、民間工事（同

89.6％減）は３カ月連続で減少した。

２カ月連続で減少

・セメント出荷量は6万5,040トンとなり、
前年同月比0.6％減と６カ月連続で前年
を下回った。
・生コン出荷量は10万6,019㎥で同11.4％
減となり、２カ月連続で前年を下回った。
・生コン出荷量を出荷先別にみると、公共
工事では、県企業局向けや学校関連向け
などが増加し、一般土木向けなどが減少
した。民間工事では、宿泊施設向けなど
が増加し、社屋関連向けや戸建住宅向け
などが減少した。

・鋼材売上高（速報値）は、鋼材価格が高止

まりしているものの、出荷量が減少した

ことなどから前年同月比2.1％減と２カ

月ぶりに前年を下回った。

・木材売上高は、木材価格が高止まりして

いるものの、出荷量が減少したことなど

から同1.3％減と２カ月ぶりに前年を下

回った。

セメントは６カ月連続で減少、
生コンは２カ月連続で減少

鋼材は２カ月ぶりに減少、
木材は２カ月ぶりに減少

・建築着工床面積（３月）は8万179㎡となり、

居住用、非居住用ともに減少したことか

ら、前年同月比48.7％減と２カ月ぶりに前

年を下回った。用途別では、居住用は同

13.5％減となり、非居住用は同77.7％減と

なった。

・建築着工床面積を用途別（大分類）にみる

と、居住用では、居住専用は減少し、居住

産業併用は増加した。非居住用では、電

気・ガス・熱供給・水道業用などが増加し、

公務用や医療・福祉用などが減少した。

２カ月ぶりに減少

・新設住宅着工戸数（３月）は670戸となり、

持家、貸家、分譲、給与のすべての項目で

減少したことから前年同月比10.9％減と

４カ月ぶりに前年を下回った。

・利用関係別では、持家（194戸）が同26.8％

減、貸家（245戸）が同2.4％減、分譲（229

戸）が同0.4％減、給与（２戸）が同66.7％減

と減少した。

４カ月ぶりに減少
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出所：国土交通省
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※給与は、社宅や宿舎などのこと。

1 公共工事請負金額（前年同月比）

2 建築着工床面積（前年同月比）

3 新設住宅着工戸数（前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

※棒グラフは用途別寄与度

※棒グラフは利用関係別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

（注）2022年12月より調査先17社のうち、一部更改を行なった。

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 建設受注額 （前年同月比）

5 セメント・生コン（前年同月比）

6 鋼材・木材 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

・公共工事請負金額は、176億6,363万円で、

独立行政法人等・その他は減少したが、国、

県、市町村は増加したことから、前年同月

比6.4％増となり、３カ月連続で前年を上

回った。

・発注者別では、国（同38.8％増）、県（同

33.5％増）、市町村（同21.5％増）は増加し、

独立行政法人等・その他（同31.5％減）は減

少した。

３カ月連続で増加
・建設受注額（調査先建設会社：17社）は、

公共工事、民間工事ともに減少したこと

から、前年同月比91.5％減と２カ月連続

で前年を下回った。

・発注者別では、公共工事（同97.2％減）は

２カ月連続で減少し、民間工事（同

89.6％減）は３カ月連続で減少した。

２カ月連続で減少

・セメント出荷量は6万5,040トンとなり、
前年同月比0.6％減と６カ月連続で前年
を下回った。
・生コン出荷量は10万6,019㎥で同11.4％
減となり、２カ月連続で前年を下回った。
・生コン出荷量を出荷先別にみると、公共
工事では、県企業局向けや学校関連向け
などが増加し、一般土木向けなどが減少
した。民間工事では、宿泊施設向けなど
が増加し、社屋関連向けや戸建住宅向け
などが減少した。

・鋼材売上高（速報値）は、鋼材価格が高止

まりしているものの、出荷量が減少した

ことなどから前年同月比2.1％減と２カ

月ぶりに前年を下回った。

・木材売上高は、木材価格が高止まりして

いるものの、出荷量が減少したことなど

から同1.3％減と２カ月ぶりに前年を下

回った。

セメントは６カ月連続で減少、
生コンは２カ月連続で減少

鋼材は２カ月ぶりに減少、
木材は２カ月ぶりに減少

・建築着工床面積（３月）は8万179㎡となり、

居住用、非居住用ともに減少したことか

ら、前年同月比48.7％減と２カ月ぶりに前

年を下回った。用途別では、居住用は同

13.5％減となり、非居住用は同77.7％減と

なった。

・建築着工床面積を用途別（大分類）にみる

と、居住用では、居住専用は減少し、居住

産業併用は増加した。非居住用では、電

気・ガス・熱供給・水道業用などが増加し、

公務用や医療・福祉用などが減少した。

２カ月ぶりに減少

・新設住宅着工戸数（３月）は670戸となり、

持家、貸家、分譲、給与のすべての項目で

減少したことから前年同月比10.9％減と

４カ月ぶりに前年を下回った。

・利用関係別では、持家（194戸）が同26.8％

減、貸家（245戸）が同2.4％減、分譲（229

戸）が同0.4％減、給与（２戸）が同66.7％減

と減少した。

４カ月ぶりに減少
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1 入域観光客数（実数、前年同月比）

2 入域観光客数【国内客、外国客】（前年同月比）

出所：沖縄県観光政策課

出所：沖縄県観光政策課

3 主要ホテル稼働率・売上高（実数、前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 主要ホテル宿泊収入 （前年同月比） ※棒グラフは客室数・単価別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）調査先は8施設（うち県外客については6施設）からなる。

5 主要観光施設の入場者数（前年同月比）

6 主要ゴルフ場入場者数・売上高（前年同月比）

・入域観光客数は、66万9,900人（前年同月

比63.8％増）となり、17カ月連続で前年を

上回った。

・路線別では、空路は66万2,000人（同62.3％

増）となり17カ月連続で前年を上回った。

海路は7,900人（同558.3％増）となり15カ

月連続で前年を上回った。

・行動制限がなく全国旅行支援の後押しが

あるなか、春休みやゴールデンウィーク

の旅行需要に対する航空便の増便等があ

り、好調に推移した。

・コロナ禍以前の2019年と比較した伸び率

は21.3％の減少となった。

17カ月連続で増加

・主要ホテル売上高のうち宿泊収入は、販
売客室数（数量要因）増加、宿泊客室単価
（価格要因）は上昇し、前年同月比65.0％
増と17カ月連続で前年を上回った。
・那覇市内ホテル、リゾート型ホテルとも
に販売客室数増加、宿泊客室単価が上昇
し、那覇市内ホテルは同73.7％増、リゾー
ト型ホテルは同63.7％増となり、宿泊収
入は、那覇市内、リゾートともに、17カ月
連続で前年を上回った。
・コロナ禍以前の2019年と比較した宿泊
収入は、全体は28.1％の減少、那覇市内ホ
テルは42.1％減少、リゾート型ホテルは
25.2％減少となった。

17カ月連続で増加

・主要観光施設の入場者数は、前年同月比

109.3％増と14カ月連続で前年を上

回った。

・ファミリー層などの個人旅行や、修学旅

行が増加したほか、クルーズ客を含む

インバウンド客の利用もみられた。

・コロナ禍以前の2019年と比較した入場

者数は、47.0％の減少となった。

14カ月連続で増加

・主要ゴルフ場の入場者数は、前年同月比

5.6％減と４カ月ぶりに前年を下回った。

県内客は２カ月連続で前年を下回り、

県外客は18カ月ぶりに前年を下回った。

売上高は同1.4％増と14カ月連続で前年

を上回った。

・県外客の２人利用の増加や直前の予約

キャンセルなどがあり、入場者数は伸

び悩んだが、前年よりプレーフィーが

上昇傾向にあり、売上高は前年を上

回った。

・コロナ禍以前の2019年と比較すると、

入場者数は8.6％増加（県内客、県外客と

もに増加）、売上高は6.7％の増加となっ

た。

入場者数４カ月ぶりに減少、
売上高14カ月連続で増加

・国内客は、60万3,100人（前年同月比47.5％

増）となり、17カ月連続で前年を上回った。

外国客は６万6,800人（前年同月比全増）と

なり、７カ月連続で増加した。

・外国客は、イースターや清明節などの休

暇の影響や、大型豪華クルーズ船の寄港

が再開したなどにより、堅調に推移した。

・コロナ禍以前の2019年と比較した伸び率

は、国内客は0.3％の増加、外国客は73.3％

の減少となった。

国内客は17カ月連続で増加、
外国客は７カ月連続で増加

・主要ホテルは、客室稼働率は55.4％と前年
同月差16.7％ポイント上昇、売上高は前年
同月比61.8％増となり、稼働率、売上高と
もに17カ月連続で前年を上回った。
・那覇市内ホテルの客室稼働率は53.8％と
同10.4％ポイント上昇、売上高は同58.8％
増、リゾート型ホテルの客室稼働率は
55.9％と同19.1％ポイント上昇、売上高は
同62.2％増となった。那覇市内、リゾート
ともに、稼働率、売上高が17カ月連続で前
年を上回った。
・コロナ禍以前の2019年と比較した売上高
は、全体は26.0％の減少、那覇市内ホテル
は42.0％減少、リゾート型ホテルは22.6％
減少となった。

稼働率、売上高ともに
17カ月連続で増加
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1 入域観光客数（実数、前年同月比）

2 入域観光客数【国内客、外国客】（前年同月比）

出所：沖縄県観光政策課

出所：沖縄県観光政策課

3 主要ホテル稼働率・売上高（実数、前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 主要ホテル宿泊収入 （前年同月比） ※棒グラフは客室数・単価別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）調査先は8施設（うち県外客については6施設）からなる。

5 主要観光施設の入場者数（前年同月比）

6 主要ゴルフ場入場者数・売上高（前年同月比）

・入域観光客数は、66万9,900人（前年同月

比63.8％増）となり、17カ月連続で前年を

上回った。

・路線別では、空路は66万2,000人（同62.3％

増）となり17カ月連続で前年を上回った。

海路は7,900人（同558.3％増）となり15カ

月連続で前年を上回った。

・行動制限がなく全国旅行支援の後押しが

あるなか、春休みやゴールデンウィーク

の旅行需要に対する航空便の増便等があ

り、好調に推移した。

・コロナ禍以前の2019年と比較した伸び率

は21.3％の減少となった。

17カ月連続で増加

・主要ホテル売上高のうち宿泊収入は、販
売客室数（数量要因）増加、宿泊客室単価
（価格要因）は上昇し、前年同月比65.0％
増と17カ月連続で前年を上回った。
・那覇市内ホテル、リゾート型ホテルとも
に販売客室数増加、宿泊客室単価が上昇
し、那覇市内ホテルは同73.7％増、リゾー
ト型ホテルは同63.7％増となり、宿泊収
入は、那覇市内、リゾートともに、17カ月
連続で前年を上回った。
・コロナ禍以前の2019年と比較した宿泊
収入は、全体は28.1％の減少、那覇市内ホ
テルは42.1％減少、リゾート型ホテルは
25.2％減少となった。

17カ月連続で増加

・主要観光施設の入場者数は、前年同月比

109.3％増と14カ月連続で前年を上

回った。

・ファミリー層などの個人旅行や、修学旅

行が増加したほか、クルーズ客を含む

インバウンド客の利用もみられた。

・コロナ禍以前の2019年と比較した入場

者数は、47.0％の減少となった。

14カ月連続で増加

・主要ゴルフ場の入場者数は、前年同月比

5.6％減と４カ月ぶりに前年を下回った。

県内客は２カ月連続で前年を下回り、

県外客は18カ月ぶりに前年を下回った。

売上高は同1.4％増と14カ月連続で前年

を上回った。

・県外客の２人利用の増加や直前の予約

キャンセルなどがあり、入場者数は伸

び悩んだが、前年よりプレーフィーが

上昇傾向にあり、売上高は前年を上

回った。

・コロナ禍以前の2019年と比較すると、

入場者数は8.6％増加（県内客、県外客と

もに増加）、売上高は6.7％の増加となっ

た。

入場者数４カ月ぶりに減少、
売上高14カ月連続で増加

・国内客は、60万3,100人（前年同月比47.5％

増）となり、17カ月連続で前年を上回った。

外国客は６万6,800人（前年同月比全増）と

なり、７カ月連続で増加した。

・外国客は、イースターや清明節などの休

暇の影響や、大型豪華クルーズ船の寄港

が再開したなどにより、堅調に推移した。

・コロナ禍以前の2019年と比較した伸び率

は、国内客は0.3％の増加、外国客は73.3％

の減少となった。

国内客は17カ月連続で増加、
外国客は７カ月連続で増加

・主要ホテルは、客室稼働率は55.4％と前年
同月差16.7％ポイント上昇、売上高は前年
同月比61.8％増となり、稼働率、売上高と
もに17カ月連続で前年を上回った。
・那覇市内ホテルの客室稼働率は53.8％と
同10.4％ポイント上昇、売上高は同58.8％
増、リゾート型ホテルの客室稼働率は
55.9％と同19.1％ポイント上昇、売上高は
同62.2％増となった。那覇市内、リゾート
ともに、稼働率、売上高が17カ月連続で前
年を上回った。
・コロナ禍以前の2019年と比較した売上高
は、全体は26.0％の減少、那覇市内ホテル
は42.0％減少、リゾート型ホテルは22.6％
減少となった。

稼働率、売上高ともに
17カ月連続で増加
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雇用関連・その他

出所：沖縄労働局（就業地別）

（注）有効求人倍率は、2022年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

出所：東京商工リサーチ沖縄支店

1 雇用関連 （新規求人数と有効求人倍率）

2 消費者物価指数【総合】

3 企業倒産

※棒グラフは品目別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

4 広告収入【マスコミ】（前年同月比） ※棒グラフはメディア別寄与度
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出所：沖縄気象台

・平均気温は22.5℃で前年同月（22.7℃）よ

り低く、降水量は221.0ｍｍで前年同月

（41.5ｍｍ）より多かった。

・高気圧に覆われて晴れた日もあったが、前

線や湿った空気の影響で曇りや雨の日も

あった。平均気温は平年より高く、降水量

は平年より多く、日照時間は平年よりかな

り多かった。

気象：平均気温・降水量【那覇】参考

（注）負債総額1,000万円以上

・新規求人数は、前年同月比18.0％増となり

25カ月連続で前年を上回った。産業別に

みると、情報通信業、製造業、サービス業、

運輸業・郵便業などで増加した。有効求人

倍率（季調値）は1.18倍で、前月より0.04ポ

イント上昇した。

・労働力人口は、78万7,000人で同1.0％増と

なり、就業者数は、75万7,000人で前年と

同水準となった。完全失業者数は３万人

で同36.4％増となり、完全失業率（季調値）

は4.0％と、前月より0.1ポイント上昇した。

新規求人数は増加、
有効求人倍率（季調値）は上昇

・消費者物価指数は、前年同月比3.8％の上

昇となり、20カ月連続で前年を上回った。

生鮮食品を除く総合は同3.7％の上昇とな

り、生鮮食品及びエネルギーを除く総合

は同4.9％の上昇となった。

・費目別の動きをみると、食料、家具・家事

用品などで上昇した。

20カ月連続で上昇

・倒産件数は、３件で前年同月から１件増

加した。業種別では、建設業１件（同１件

増）、サービス業他２件（同２件増）となっ

た。

・負債総額は２億9,400万円で、前年同月比

72.9％増となった。

件数、負債総額ともに増加

・広告収入（マスコミ：３月）は、前年同月比

7.6％減と６カ月連続で前年を下回った。

・前年と比較すると旅行業・外食関連につ

いて増加がみられたが、テレビCMについ

ては全国的な発注量の減少が影響した。

・コロナ禍以前の2019年と比較すると、

18.7％の減少となった。

６カ月連続で減少

20222023 左目盛
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雇用関連・その他

出所：沖縄労働局（就業地別）

（注）有効求人倍率は、2022年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

出所：東京商工リサーチ沖縄支店

1 雇用関連 （新規求人数と有効求人倍率）

2 消費者物価指数【総合】

3 企業倒産

※棒グラフは品目別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

4 広告収入【マスコミ】（前年同月比） ※棒グラフはメディア別寄与度
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出所：沖縄気象台

・平均気温は22.5℃で前年同月（22.7℃）よ

り低く、降水量は221.0ｍｍで前年同月

（41.5ｍｍ）より多かった。

・高気圧に覆われて晴れた日もあったが、前

線や湿った空気の影響で曇りや雨の日も

あった。平均気温は平年より高く、降水量

は平年より多く、日照時間は平年よりかな

り多かった。

気象：平均気温・降水量【那覇】参考

（注）負債総額1,000万円以上

・新規求人数は、前年同月比18.0％増となり

25カ月連続で前年を上回った。産業別に

みると、情報通信業、製造業、サービス業、

運輸業・郵便業などで増加した。有効求人

倍率（季調値）は1.18倍で、前月より0.04ポ

イント上昇した。

・労働力人口は、78万7,000人で同1.0％増と

なり、就業者数は、75万7,000人で前年と

同水準となった。完全失業者数は３万人

で同36.4％増となり、完全失業率（季調値）

は4.0％と、前月より0.1ポイント上昇した。

新規求人数は増加、
有効求人倍率（季調値）は上昇

・消費者物価指数は、前年同月比3.8％の上

昇となり、20カ月連続で前年を上回った。

生鮮食品を除く総合は同3.7％の上昇とな

り、生鮮食品及びエネルギーを除く総合

は同4.9％の上昇となった。

・費目別の動きをみると、食料、家具・家事

用品などで上昇した。

20カ月連続で上昇

・倒産件数は、３件で前年同月から１件増

加した。業種別では、建設業１件（同１件

増）、サービス業他２件（同２件増）となっ

た。

・負債総額は２億9,400万円で、前年同月比

72.9％増となった。

件数、負債総額ともに増加

・広告収入（マスコミ：３月）は、前年同月比

7.6％減と６カ月連続で前年を下回った。

・前年と比較すると旅行業・外食関連につ

いて増加がみられたが、テレビCMについ

ては全国的な発注量の減少が影響した。

・コロナ禍以前の2019年と比較すると、

18.7％の減少となった。

６カ月連続で減少

20222023 左目盛
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沖縄県、沖縄懇話会
（株）ANA Cargo、（株）沖縄海邦銀行、（株）沖縄銀行、沖縄ヤマト運輸（株）、コザ信用金庫、（株）琉球銀行
沖縄県農業協同組合、沖縄セルラー電話（株）、那覇空港貨物ターミナル（株）、那覇空港ビルディング（株）、琉球朝日放送（株）、琉球放送（株）
ANAホールディングス（株）、（株）アカネクリエーション、イオン琉球（株）、（株）上間フードアンドライフ、沖縄NXエアカーゴサービス（株）、（株）沖縄コングレ、
（株）沖縄タイムス社、沖縄テレビ放送（株）、沖縄電力（株）、沖縄ビル管理（株）、オリオンビール（株）、金秀ホールディングス（株）、（株）サンエー、
大同火災海上保険（株）、（株）大米建設、拓南製鐵（株）、（株）とみや商会、南西海運（株）、日本航空（株）、琉球海運（株）、（株）琉球新報社、琉球セメント（株）、琉球通運（株）、
琉球物流（株）、（株）りゅうせき
INPIT沖縄県知財総合支援窓口、（一財）沖縄観光コンベンションビューロー、沖縄経済同友会、（一社）沖縄県銀行協会、（一社）沖縄県経営者協会、（公社）沖縄県工業連合会、
（公財）沖縄県産業振興公社、沖縄県商工会議所連合会、沖縄県商工会連合会、沖縄県情報通信関連産業団体連合会、沖縄県中小企業家同友会、沖縄県中小企業団体中央会、
沖縄振興開発金融公庫、（独）中小企業基盤整備機構沖縄事務所、内閣府沖縄総合事務局、（独）日本貿易振興機構（JETRO）沖縄貿易情報センター
沖縄大交易会実行委員会事務局（公益財団法人 沖縄県産業振興公社内）

【主　　催】 沖縄大交易会実行委員会
創設会員
正 会 員
準 会 員
一般会員

協力会員

運　営 （五十音順）

〒107-0062　東京都港区南青山1-1-1　新青山ビル 西館8F
TEL:03-5843-0464（土・日・祝日を除く平日9:30～17:30）E-mail：supplier-gotf@exhibitiontech.com

11th 沖縄大交易会2023
マッチングデスク（担当／内田・辰野）お問い合わせ

ハイブリッド開催
リアル商談会 オンライン商談会

サプライヤー募集サプライヤー募集

2023年8月1日（火）～11月30日（木）
開催日程

2023年4月28日（金）～8月31日（木）
募集期間

110,000円（税込）
参 加 料

サプライヤー…450社　バイヤー………300社
開催規模

沖縄コンベンションセンター（全館利用）
商談会場

サプライヤー…200社（2日間出展）
バイヤー………210社

開催規模

2023年4月28日（金）～7月7日（金）
募集期間

リアル商談会へ参加希望のサプライヤーは実行委員会事務局が
開催する「選定会」を経て、参加確定となります。

全てのサプライヤーは「オンライン商談会」への参加が必須と
なります。

リアル商談会オンライン商談会

2023年11月16日（木）～17日（金）
開催日程

検 索大交易会http://www.gotf.jp/
沖縄大交易会のホームページよりお申込み頂けます！

お申し込みは
コチラ！

国際食品商談会国際食品商談会20232023
日本最大級の の国際商談会

「食」

198,000円（税込）
参 加 料

本商談会は沖縄県からの負担金を活用して運営している事
から、沖縄県内に本店、または支店登記がある事業者（個
人事業者は住所を沖縄県内に有しているもの）の参加料は
126,500円（税込）と致します。

オンライン商談会は、バイヤー＆サプライヤー双方の
拠点にてWeb会議システム「Microsoft Teams」
を使用して、商談を行います。（商談時間は45分程度）

11th

● 青果、農産加工品
● 鮮魚、水産加工品
● 精肉、畜産加工品
● 食品加工品
● 調味料
● お菓子、スイーツ
● 飲料、茶、コーヒー
● 酒類
● サプリメント、健康食品

参 加 対 象
（商品カテゴリー）

全
国
の
特
産
品
を
沖
縄
か
ら
ア
ジ
ア
へ

約
20
億
人
以
上
の
巨
大
マ
ー
ケ
ッ
ト



日本全国の特産品を沖縄から世界へ

「11th 沖縄大交易会 2023」公式サイト http://www.gotf . jp/

2022年度リアル商談 開催実績（沖縄コンベンションセンター）

2022年度のオンライン商談 開催実績（速報値）

サプライヤー 44都道府県より413社

バイヤー 21の国と地域から248社のご参加
（海外171社、国内71社）

高い成約率 商談件数1,150件　成約（見込含む）321件

オンライン商談会へ参加

「沖縄大交易会2023」公式ホームページへアクセス。
ビジネスマッチングサイトで、必要事項を入力し登録。

登録されたメールアドレス宛に、ログインに必要
な「パスワード」が自動返信されます。

お申し込み確定

参加料のお振込み後、バイヤー情報の閲覧や
マッチング希望の他、事前にバイヤーとメールの
やりとりが可能になります。

ビジネスマッチングサイトへ、ログイン。
企業情報・商品情報等を登録。

早期に本登録を完了することで、バイヤーから
のオファー率が高まります。 参加確定したサプライヤー様宛にメールで通知

事前アポイント型個別商談形式となるため、事前
に商談を希望するバイヤーへの「商談希望」を入
力してください。

「リアル商談会」参加希望の
サプライヤー様を対象に「選定会」を開催

参加要件を満たしているか、実行委員会事務局
が開催する「選定会」を経て参加が確定します。

沖縄大交易会は日本全国より集めた選りすぐりの食材を、事前にWebマッチングを通して、
国内外の優良バイヤーとオンライン商談をする事により、高い成約率を誇っています。

リアル商談会
お申込みから商談までの主な流れ

〔商談直後のバイヤー評価アンケート〕

サプライヤー 41都道府県より195社のご参加

高い成約率 商談件数1,322件　成約（見込含む）303件

リアル商談会へ参加
※サプライヤー固定型

オンライン商談会
事前マッチング無しの「フリー商談形式」で実施。
※「バイヤーオファー型個別商談」も一部実施予定

従来通り、事前マッチング型「個別商談形式」で実施。

〔商談直後のバイヤー評価アンケート〕

※オンライン商談開催期間：2022年8月1日（月）～2022年12月23日（金）

バイヤー 150社のご参加（海外76社、国内74社）

成約見込
287件不成立

57件

継続交渉
645件

商談件数
1,150件

商談キャンセル
28件

未回答
99件

成約
34件

成約率
（見込含む）

27.9%

商談キャンセル
35件

継続交渉
848件

成約見込
225件

不成立
136件

商談件数
1,322件

成約
78件

成約率
（見込含む）

22.9%
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　沖縄市は人口14万人を超え、県内では那覇市に
次ぐ第2位の規模で、アメリカをはじめとする多
国籍の市民が暮らす国際色豊かな街です。エイサー
などの沖縄伝統文化とロックやジャズなどの異文化
が融合した県内随一のエンターテイメントシティと
して発展しており、この特徴的な文化は沖縄市の貴
重な観光資源となっています。
　これらに加え、市は「スポーツコンベンションシ
ティ」を宣言し、スポーツ交流の街づくりを推進し
てきました。市内にはコザ運動公園や県総合運動公
園といった県内最大規模の施設があり、沖縄アリー
ナの供用開始などスポーツ選手にとって魅力的な環
境が整備されています。
　1982年からプロ野球の広島東洋カープの春季
キャンプが行われているほか、ＦＣ琉球や琉球ゴー
ルデンキングスのホームタウンとなるなど、古くか
らプロチームと地域が密着したコミュニケーション
が育まれてきました。
　また、アマチュアスポーツの合宿先としての受け
入れも多くあります。市経済文化部スポーツ振興
課によると、2018 年度に 324 団体 6640 人、
19 年度には 375 団体 6301 人が合宿を実施。
たくさんの関係者やファンが、国際色豊かな風土と
個性的な文化を体感しています。
　今年8月には沖縄アリーナで「FIBAバスケット
ボールワールドカップ2023」が開催され、世界
の名だたる選手たちが集結します。世界中の選手や
関係者・ファンに沖縄市の魅力を発信できる絶好の
チャンスが訪れます。

　うるま市は古くから闘牛文化が地域に根付き、広
く市民に親しまれています。2018年 7月には市
の無形民俗文化財へ指定され、さらに19年10月
には「闘牛のまち宣言」するなど、観光や地域振興
などの分野で市をあげて闘牛を広くPRしていま
す。
　沖縄闘牛の魅力は、体重が1トン以上もある牛
と牛の迫力あるぶつかり合いや格闘技のように多彩
な技を駆使した闘いと駆け引きなどですが、まるで
わが子のように愛情を注ぐ牛主や勢

せ

子
こ

と呼ばれる闘
牛士の存在もファンをとりこにしています。
　県内では毎年数多くの闘牛大会が開催されていま
すが、うるま市石川には県内唯一の全天候型闘牛場
( うるま市石川多目的ドーム ) があり、沖縄県最強
の闘牛を決める「全島闘牛大会」が年3回 ( 春・夏・
秋 )開かれるほか、各地域の大会を含めると年間約
20回開催されています。
　近年では、外国人や観光客の観戦も増加してきて
おり、昨年の秋の全島闘牛大会には3千人超の観
客が来場するなど毎回盛況な大会となっています。
また22年度からは、修学旅行や社員研修、団体旅
行者向けに「観光闘牛」を定期開催しており、初年
度は県内小中高校 5校 936 人、県外 1団体 20
人が体験しました。コロナ後に、この「観光闘牛」
がさらに注目されることが期待されています。
　今月14日には「第118回春の全島闘牛大会」
が開催されます。この機会にうるま市の会場へ足を
運び、迫力ある熱い戦いをご覧になってはいかがで
しょうか。

闘牛で街おこし スポーツコンベンショ
ンシティ

琉球銀行　石川支店長
玉城　純

琉球銀行　コザ支店長
金城　裕信

～うるま市　広く観光PR～ ～施設環境魅力の沖縄市～
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沖縄タイムスに掲載のコラム　 [ 注：所属部署、　役職は執筆時のものです。]

　NISA とは、2014 年に家計の安定的な資産形
成の支援と成長資金の供給を目的として導入された
「少額投資非課税制度」で、株式や投資信託などの
運用で得られた利益が非課税となる制度です。
　金融庁が発表した「NISA・ジュニアNISA利用
状況調査」によると22年 6月末時点で約1700
万口座が開設され、約28兆円の規模に拡大してい
ます。さまざまな年齢層、所得・資産階層に活用さ
れていることから、家計の安定的な資産形成を支援
するためのツールとして有効に機能しているといえ
ます。NISAで投資されている資金は成長資金とし
て日本経済に重要な役割を果たしています。
　一方、NISAは時限措置であるため、投資可能期
間が年々短くなっていくことが大きな論点でした。
そうした中、今年3月、23年度税制改正法が可決・
成立しました。
　年間投資上限額の拡充、口座開設期間の恒久化、
つみたて投資枠と成長投資枠の併用可能化、非課税
保有期間の無期限化などが盛り込まれた「新NISA
制度」が 24年 1月から開始されます。なお、こ
れに伴い、現行NISA は 23年末で新規買い付け
が終了します。
　政府は、新NISA の導入により開始 5年間で、
総口座数と買付額の倍増を掲げています。日本の家
計金融資産の半分以上を占めている現預金を投資に
つなげることによって企業価値を向上させ、その恩
恵を資産所得の拡大という形で家計に波及し、「成
長と資産所得の好循環」が生まれることが期待され
ます。

新NISA

琉球銀行　営業統括部
藏　才子

～家計と投資　好循環期待～

　2019年10月沖縄都市モノレール「てだこ浦西駅」
が開業し３年が過ぎました。当駅の開通で、西原町
などから那覇空港や那覇市街へアクセスする交通手
段が増え、周辺住民の利便性が格段に向上しました。
また、同駅には約1000台が収容可能な駐車場が
隣接し、遠方から車で来てモノレールに乗り換える
「パーク＆ライド」を推奨しています。今後、沖縄自
動車道の幸地インターチェンジ（ＩＣ）が完成する
事で、さらに利便性が高まり、交通結節点としての
役割を果たすことが期待されています。
　西原町幸地を通る県道29号線は首里石嶺と中城
村南上原をつないでおり、通勤・通学時間帯は渋滞
がしばしば発生します。モノレール駅と幸地 ICが近
くにあることから、今後ますます交通量が増えるこ
とが予想されます。
　また西原町翁長と徳佐田地区には、「てだこ浦西駅」
からつながる県道38号線や浦添西原線バイパスが
通り、幸地 ICにつながる道が開通する予定です。
　今後、幸地など5地区が、都市計画法に基づき、
市街化を抑制する地域として指定されている「市街
化調整区域」から、街を活性化するための区域とす
る「市街化区域」への編入が予定されており、より
活気ある魅力的なまちづくりが期待されています。
　24年度の幸地 IC供用開始予定に合わせ、西原西
地区の土地区画整理事業においてインフラ等が整い、
市街化区域へ編入が進むことで、地域の人口は増加
し、街が大きく発展していくことでしょう。

浦西駅と幸地インター

琉球銀行　坂田支店長
仲本　豊

～交通結節点の役割期待～
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沖縄県内の金融統計

沖縄県内の金融統計

注 )県内金融機関の預金残高は、19年 2月分より日本銀行（本店）ホームページ上で公表している県内預金合計に遡及改訂した。

注) 銀行券増減は、端数調整により一致しない場合がある。

注) 貸出金利は、暦年ベース。

注) 不渡発生率は、不渡実数（金額）÷手形交換高（金額）×100

注) 手形交換所は2022年11月に業務終了した。



■令和４年
２月 No.628 経営トップに聞く　沖縄荷役サービス株式会社
（RRI no.187） 企業探訪　たかえす畳店
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 2020年度および2021年度の入域観光客数
 　　　の減少が県経済に及ぼす影響

３月 No.629 経営トップに聞く　株式会社プレンティー
（RRI no.188） 企業探訪　株式会社オカベメンテ
 特集 沖縄のSociety5.0を考える

４月 No.630 経営トップに聞く　大永建設工業株式会社
（RRI no.189） An Entrepreneur　株式会社サンダーバード
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 コロナ禍における沖縄県経済の2020～
　　　　　　　　　　21年度実績見込みと2022年度見通し

５月 No.631 経営トップに聞く　株式会社宮昌工業
（RRI no.190） 企業探訪　ＮＰＯ法人おきなわグリーンネットワーク
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 本土復帰後の沖縄振興の推移
 特集3 2021年度の沖縄県経済の動向

６月 No.632 経営トップに聞く　株式会社丸忠
（RRI no.191） An Entrepreneur　　株式会社 ＦＵＮＩＴ．
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 沖縄県の人口・世帯の動向
 特集3 断熱基準からみる沖縄のＺＥＨ要件について

７月 No.633 経営トップに聞く　株式会社大央ハウジング
（RRI no.192） 企業探訪　株式会社シード探索研究所
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 沖縄の将来推計人口(2022年6月推計)
 特集3 沖縄県の主要経済指標

８月 No.634 経営トップに聞く　株式会社 新洋
（RRI no.193） 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 沖縄県内における2022年プロ野球
　　　　　　　　　　キャンプの経済効果
 特集3 沖縄県の景気動向指数の作成と
　　　　　　　　　　景気の山、谷
 特集4 沖縄県の世帯数の将来推計

９月 No.635 経営トップに聞く　新里酒造株式会社
（RRI no.194） 企業探訪　株式会社沖縄ＵＫＡＭＩ養蚕
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 沖縄県内の市町村の将来推計人口
　　　　　　　　　　（2022年7月推計）

10月 No.636 経営トップに聞く　オロク商会株式会社
（RRI no.195） An Entrepreneur　株式会社SEEP
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 住宅着工の動向と民間貸家の需要見通し
                              （2022年7月推計）

11月 No.637 経営トップに聞く　株式会社上咲組
（RRI no.196） 企業探訪　株式会社イメイド
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 県内在留外国人の動向

12月 No.638 経営トップに聞く　株式会社沖縄スイミングスクール
（RRI no.197） 企業探訪　株式会社アイノン
 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 本土復帰後の50年における県内個人消費の
 　　　動向について

■令和５年
１月 No.639 経営トップに聞く　株式会社ゆがふホールディングス
（RRI no.198） 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 沖縄県における借家世帯の動向について
 特集3 沖縄県経済2022年の回顧と2023年の展望

２月 No.640 経営トップに聞く　株式会社 光貴
（RRI no.199） 特集1 沖縄のSociety5.0を考える
 特集2 本土復帰後の県内観光の動向

３月 No.641 経営トップに聞く　株式会社開成
（RRI no.200） An Entrepreneur　合同会社ブラッサム
 特集 沖縄のSociety5.0を考える

４月 No.642 経営トップに聞く　株式会社沖縄環境保全研究所
（RRI no.201） 

５月 No.643 経営トップに聞く　株式会社A&S
（RRI no.202） 特集1 県内ゴルフ場の状況とゴルフツーリズムの可能性
 特集2 2022年度の沖縄県経済の動向

特集レポートバックナンバー

CON T E N T SCON T E N T S

No.6446
2023

表紙写真：志良堂猛史（りゅうぎん総合研究所）　撮影地：南城市

経営トップに聞く
一般社団法人OGU未来者

～「幸福な子ども時代を送らせることが、その子の一生の幸福の基本をつくる」の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　理念のもと、沖縄県の保育、教育の人材育成にも力を尽くす～

代表理事　 服部 智恵子 氏

特集1 okinawa society5 第１回：沖縄のオープンデータ（前編） 
りゅうぎん総合研究所  社長付特命部長　志良堂　猛史

特集2 沖縄県の主要経済指標

新時代の教育研究を切り拓く
世界初、NTTとOISTが北西太平洋で、カテゴリ５の猛烈な台風直下の大気・海洋の同時観測に成功

沖縄科学技術大学院大学 コミュニケーション・広報ディビジョンメディアセクション

（同大学のHP記事より許可を得て転載）

行政情報161
内閣府沖縄総合事務局経済産業部

沖縄県の景気動向（2023年4月）
～景気は、回復の動きが強まる（2ヶ月連続）～

学びバンク
・闘牛で街おこし　～うるま市　広く観光ＰＲ～

　琉球銀行　石川支店長　玉城　純

・スポーツコンベンションシティ　～施設環境魅力の沖縄市～

　琉球銀行　コザ支店長　金城　裕信

・新ＮＩＳＡ　～家計と投資　好循環期待～

　琉球銀行　営業統括部　藏　才子 

・浦西駅と幸地インター　～交通結節点の役割期待～

　琉球銀行　坂田支店長　仲本　豊

経営情報 リスキリングの実態に迫る
　　　　　　　　　　 提供　太陽グラントソントン税理士法人
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